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厚生年金基金特例解散に関するお知らせ 
 
当社が加入する総合設立型の「東京文具工業厚生年金基金」は、平成２３年１２月２日付「厚生

年金基金解散に関するお知らせ」のとおり、普通解散（註１）の方針を決議いたしましたが、平成

２４年１２月１９日開催の代議員会で改めて特例解散（註２）の方針を決議いたしましたのでお知

らせいたします。 
 

記 
 
１．特例解散の理由 
同基金は、加入員数の減少、年齢構成の高齢化等により、今後、掛金が著しく上昇する見込みで

あり、かつ、当該掛金を負担していくことが困難であると見込まれることを理由として、平成２３

年１２月２日開催の代議員会で普通解散の方針を決議いたしました。その後、基金財政が一段と悪

化したため、普通解散を実現させるためには、一時的あるいは短期間に多額の資金負担が必要とな

り、これを回避する方策として、解散後に代行部分積立不足額を国へ分割納付する特例を用いて解

散する方法により、平成２４年１２月１９日開催の代議員会で改めて特例解散の方針を決議したも

のであります。実際の解散は数年後となる見込みです。 
 
２．解散に伴う費用の発生と業績に与える影響 
 同基金解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額と業績に与える影響につ

きましては、現時点において不確定要素が多く、合理的な見積り金額が算定できないため、判明次

第お知らせいたします。 
 
※普通解散と特例解散 
 普通解散（註１） 
  厚生年金基金は厚生年金の一部を国に代わって支給（代行給付）しているため、普通解散によ

り解散する時には、厚生年金基金が支給することとなっていた代行給付に要する費用を一括して

返還することとなります。 
 

 特例解散（註２） 
  特例解散により解散する時には、返還額から基金が保有する資産を返還した上で、返還額との

差額については、原則５年以内での分割納付が可能となります。（個別企業は一括か分割かを選択

可能） 
 

以 上 


